
は　し　が　き

印紙税は、日常の経済取引等に伴って作成される各種の文書のうち、
法に規定する特定の文書を課税対象として、その課税対象となる文書を
作成した者が課税文書に所定の収入印紙を貼付して納付する「自主納税
方式」を採用しています。
このため、各種の文書を作成した場合には、果たしてその文書が印紙
税の課税文書となるものか否かの判断（課否判断）も、文書を作成した
者が自ら行う必要があります。
しかしながら、最近における経済取引の複雑化、広域化や、IT 化な
どに伴う事務処理方式の変更等もあって、文書の様式や形式、作成形態
も多種多様なものとなり、課否判断に苦慮する文書が多くなってきてい
ます。
また、印紙税調査において不納付が指摘された事例をみますと、現場
担当者の知識不足などもあって課否判断が適切に行われていなかった事
例や、階級定額税率が適用される文書の記載金額のとらえ方に誤りがあ
った事例などが多く見受けられているところですが、上記のように課否
判断に苦慮する文書が多くなっていることも、不納付文書の指摘要因と
してあげられるのではないかと考えられます。
そこで、本書では、各業種において作成される文書実例の中で課否判
断が比較的難しいものや、印紙税調査において指摘のあった文書実例を
いくつかピックアップして、これらの文書の課否判断のポイントや、不
納付となった要因や本来あるべきであった対応といった点などにも触れ
ながら、印紙税の基本的な考え方とともに、課否判断に当たっての実務
上の留意点などについて解説しています。
なお、第 ２章の業種別実例における解説では、極力、総論でのポイン
トが、各業種ごとに一覧して理解できるように（関係箇所をあちこちひ



もとかなくて済むように）記載を工夫しております。
このため、全体を通して重複する部分もいくつか散見される内容とな
っていますが、あらかじめご容赦いただきたいと存じます。
本書が、印紙税の実務に携わる方々の参考となれば幸いです。

　　　令和元年 ７月
� 編者代表　小林　幸夫
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課税文書に係る
基本的な取扱い



第 1章　印紙税の課税範囲と課税文書に係る基本的な取扱い2

印紙税の性格と課税範囲

印紙税の課税対象となる文書は、契約書や領収書など、日常の経済取
引等に伴い作成される様々な文書のうち、法で定める特定の文書です
が、金融取引など各種の経済取引や権利の授与その他の行為等（以下
「経済取引等」といいます。）が行われた際に、その事実を明らかにする
ために作成される証書や帳簿などに当たるものです。
具体的には、課税物件表において、不動産の譲渡に関する契約書、請
負に関する契約書、手形や株券などの有価証券、保険証券、領収書、預
貯金通帳など、特定の文書を 20 に分類・掲名した上、この課税物件表
に具体的に掲名列挙された文書だけに課税することになっており、いわ
ゆる課税物件限定列挙主義を採っています（法 2）。
課税物件限定列挙主義の印紙税法では、課税物件表に具体的に掲名列
挙された文書だけに課税することになっていますから、それ以外の文書
は、どのような文書を作成しても課税されません。
また、印紙税の税率は、定額の税率（200 円、400 円、4,000 円など）を

基本としつつ、より担税力があると認められる特定の文書については、
取引額に応じた階級定額税率を適用するとともに、特定の文書には免税
点を設け、少額な取引に係る文書には課税しない仕組みとなっていま
す。

1



2．課税文書に係る基本的事項 3

課税文書に係る基本的事項

（1）課税文書とは
課税文書とは、次の三つのすべてに当てはまる文書をいいます。
イ 課税物件表に掲げられている第 1号文書から第 20 号文書の 20 種類
の文書により証明されるべき事項（課税事項）が記載されていること。

ロ 当事者の間において課税事項を証明する目的で作成された文書であ
ること。
ハ 法第 5条（非課税文書）などの規定により印紙税を課税しないこと
とされている非課税文書でないこと。
このように、課税文書とは、課税物件表に掲げられた第 1号文書から
第 20 号文書のいずれかに該当する課税事項が記載されている文書であ
って、かつ、当事者間においてその課税事項を証明する目的で作成され
た文書をいうこととされています（基通 2）。
すなわち、課税文書とは、当事者の間において課税事項を証明する効
力を有する文書で、かつ、その課税事項を証明する目的で作成されたも
のをいいます。
したがって、①課税物件表に掲げられた第 1号文書から第 20 号文書
のいずれかに該当する課税事項が記載されていない文書や②当事者間に
おいて課税事項を証明する効果を有する文書であったとしても、その課
税事項を証明する目的以外の目的で作成された文書は課税文書とはなり
ません（「不課税文書」となります。）。

2
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第 2章　主な業種別文書実例から学ぶ課否判断と実務対応58

各業種共通

文書の内容
㈱甲商事では、新規の販路開拓のため、乙情報サービス㈱との間で、
次のような契約を結び、市場調査等の業務を委託しています。

1
事例 1-1  調査業務委託契約書

〈〈〈 〈〈〈

調査業務委託契約書

株式会社甲商事（以下「甲」という）と乙情報サービス株式会社（以
下「乙」という）は、■■に関する調査に関し、以下のとおり合意した
ので、本契約を締結する。
（調査の委託）
第 1 条　甲は、乙に対し、■■に関する調査（以下「本件調査」とい
う）を委託し、乙はこれを受託した。

（調査の報告）
第 2 条　乙は、甲の要求又は指示に従って調査を行い、その調査報告
は、次項に定めるとおりに行うものとする。
2　令和○年○月○日までに、本件調査の結果を甲の定める様式に従っ
て書面にて報告（以下「本件成果物」という）する。
3　甲は、乙より本件成果物を提出された後、速やかにこれを検収す
る。本件成果物が甲の定める基準を満たさず、甲が検収するに至らな
かった場合は、乙は速やかにこれを修正するものとする。
4　前項に定める検収又は本契約が終了（終了事由を問わない）した場
合、甲又は乙は、相手方当事者から提供された資料等を速やかに返却
するものとする。

（報酬及び費用）
第 3条　甲は、乙に対し、前条第 3項に定める検収が終了した後、○日
以内に、本件調査の報酬として●●●,●●●円を、乙の指定する下
記口座に振り込む方法により支払う。



1．各業種共通 59

取扱い
第 2号文書（請負に関する契約書）に該当し、契約金額（報酬額）に応

じた印紙税が課税されます。
解説
1 　請負契約と委任契約の判定基準
（ 1）請負契約は、当事者の一方（請負人）が仕事の完成を約し、相手
方（注文者）が仕事の完成に対して一定の報酬の支払を約束する契約
です（民法 632）。
契約の類型としては、他人の労務を利用することを目的とする労務

供給型の契約に分類され、仕事の内容は、有形のもの（建物の建築、
物品の製造加工・修理など）だけでなく、無形のもの（商品の運送やシ
ステムの開発など）も含まれ、仕事の完成と報酬との支払が対価関係
に立つ契約をいいます。
請負契約の例としては　各種工事、エレベーター保守、機械等の据

付・修理、コンピュータソフトの開発、洋服の仕立て、広告宣伝、音
楽の演奏、宿泊、結婚披露宴の引受けなどが挙げられます。

（ 2）委任契約は、当事者の一方（委任者）が法律行為をすることを相
手方（受任者）に委任し、相手方がこれを承諾することを内容とする

　 【振込先口座】●●銀行△△支店：当座 xxxxxxx
2 　甲は、本件調査に関して乙に生じた通信費、交通費、調査費及びそ
の他の費用を負担する。かかる費用の支払方法は、前項と同様とす
る。

（調査の遂行）
第 4条　乙は、本件調査を、法令を遵守し、善良なる管理者の注意をも
って遂行する。
2　本件調査の方法については、甲乙協議の上、目的に応じて別途定め
るものとする。

（以下略）

〈〈〈 〈〈〈

〈〈〈 〈〈〈
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参考資料　「契約形態別の各種文書の課否判定」390

「契約形態別の各種文書の課否判定」

売買契約、賃貸借契約など、各種契約形態別の契約文書に係る印紙税
の取扱いは、おおむね以下のとおりとなります。
なお、ここで紹介する各種文書に掲載された事例の課否判定について
は、あくまでも契約形態別の標準的な契約内容が記載された文書である
場合の一般的な取扱いとなるものですから、実際に作成される文書の課
否判定に当たっては、他に課税事項となるものの記載があるか否か、そ
の記載文言の内容について十分に吟味する必要がありますので、ご留意
ください。
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売買契約

（1）不動産の売買契約
イ　土地（建物）売買予約契約書・・・土地又は建物について、その所
有者（売主）と買主との間での売買の予約を行うもの。
⇒　第 1号の 1文書（不動産の譲渡に関する契約書）。
　　なお、第 1号の 1文書（不動産の譲渡に関する契約書）には軽減税
率が適用されます（以下同じです。）。

ロ　不動産再売買予約契約書・・・土地及び建物について、所有者（売
主）と買主との間で売買契約を締結するに伴って、将来再びその土地
及び建物を買主から元の所有者に売り渡すという売買の予約を行うも
の。経済的には信用の供与と債権の担保に主たる意味がある。
　⇒　第 1号の 1文書（不動産の譲渡に関する契約書）
ハ　買戻特約付買戻特約付宅地売買契約書・・・土地について、その所
有者（売主）と買主との間の売買契約と同時に、売買代金及び契約の
費用を買主に返還して売買契約を解除する特約を付すもの。売主が不
動産を担保にして、買主から代金相当額の信用を受けて、弁済期まで
に弁済することができなければ、不動産をもって弁済するという契約
と同じ意味がある。
⇒　第 1号の 1文書（不動産の譲渡に関する契約書）

ニ　建売住宅売買契約・・・既に建築された住宅を販売する場合や、こ
れから建築する住宅を販売する場合もあるが、いずれにせよ売主が建
てた住宅を販売する場合の契約となるもの。
　⇒　第 1号の 1文書（不動産の譲渡に関する契約書）
ホ　不動産売渡証書・・・不動産の売主から買主に、その不動産を売り
渡した旨を記載して交付される証書。不動産売渡証書は、通常、登記
をする際に登記原因を証明するものとして使用され、これに登記済み

1
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